
決算書掲載頁　P171

内
訳

米穀の需給及び価格の安定を図り、営農意欲のある農業者が、農業を継続できる環境を整えるとともに、今後の地域農
業の方向性を計画として作成することで、地域農業に関する問題を解決し、将来的に地域農業を発展させることを目的と
する。

米穀の需給及び価格の安定を図るため、米穀の需給の見通しに基づき、米穀の需給の均衡を図るための生産調整の
円滑な推進を行う。また、各地域において、人と農地の問題について話し合いを実施し、それぞれの地域に即した人・農
地プランの作成を行い、地域農業の振興を図る。
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事業： 生産調整推進事業 0236
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B

米穀の需給の均衡を図るため生産調整の推進ができた。また、地域に即した、「人・
農地プラン」の作成ができた。A

当初の計画どおりに事業を進めることが
できたが、市内農業者の増加にさらに努
めていく。
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転作と水稲作とを組み合わせた水田の有効利用を図り、地域農業の実態に即した米の需給の均衡化に資するため、JA
大阪南・大阪南部農業共済組合との連携により、市内の農業者に対する生産調整の周知および、農業者戸別所得補償
制度への加入促進を行う。また、地域で人と農地の問題について話し合い、地域農業の方向性を計画として作成する。

事
業
費
・
財
源

事業費

一人あたり

世帯あたり

財
源
内
訳

総コスト

人件費

公債費 評
価
理
由

一般財源

国府支出金

地方債

その他特定財源

10,539

93

223

2,207

8,332

0

0

2,207

0

0

事業費 2,207

(決算額) (千円) (千円)

(円)

(円)

コ
ス
ト
情
報
・
評
価

所管課

転作と水稲作を組合わせた水田の有効利用により、優良農地を確保するとともに、遊休農地の解消、自給率の向上に
寄与する。
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直営 平成22年度 農業者戸別所得補償制度実施要綱(農林水産事務次官依命通知)

市内農家

　農家の加入促進を図ることにより水田の有効利用を進めるとともに、交付対象農家の増加や対象作物の範囲拡大など
に向けて国・府に対して制度の充実を要望し、市内の農家の自給率向上や遊休農地の解消をめざす。
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水稲作付目標面積の通知による生産調整を推進する。
販売農家に対して、戸別所得補償制度への加入促進をおこなうことで水田の有効利用による遊休農地の解消、自給率
向上および営農に寄与する。
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事業：生産調整推進事業                                

 

我が国の農業の生産力を安定的に確保することを目的とし、食料自給率を向上させるために農業者ごとの水稲の

生産数量目標を設定・通知し、農業者戸別所得補償制度の推進を図るとともに、当該事業の加入促進を行う。 

 また、それとともに、地域の農業に関する問題を解決し、今後の地域農業の方向性を計画として作成することで、

将来的に地域農業を発展させていくことを目的とする人･農地プランの作成を行う。 

 

 

 

 

 

細事業：水田農業経営確立対策事業                         

１． 農業者戸別所得補償制度推進事業  

 現在の日本の農業は、農業従事者の減少・高齢化などにより生産力を安定的に確保することが厳しい状況

にある。本年度から本格実施された水田を対象とした農業者戸別所得補償制度※の開始に伴い、営農意欲の

ある農業者が農業を継続できる環境を整え食料自給率の向上に資するため、農業協同組合など関係機関の協

力を得て農業者に本制度の加入促進を行った。 

 

 

※ 農業者戸別所得補償制度 

…・米の戸別所得補償交付金：食料自給率向上のために、国は米の生産数量目標に従って生産する販売農家の方に

対して、平成２４年度は主食用米の作付面積 10 アール当たり１万５０００円を交付した。 

 ・水田活用の所得補償交付金：食料自給率向上のために、国は水田で水稲以外の作物を生産する当市の販売農家

の方に対して、平成２４年度は作付面積 10 アール当たり作付種類別に７千円から３万２千円を交付した。 

     ・畑作物の所得補償交付金：食糧自給率向上のために、国は水田又は畑で大豆・そば・なたねを生産し、は種前 

契約を結び、等級検査を受けた販売農家の方に対して、平成２４年度は特定加工用に格付けされた大豆 60 ㎏ 

に対して１０，１２０円を交付した。 

 

・平成２４年度農業者戸別所得補償制度実施状況 集計表 

 米件数 作付面積 

（a） 

水田活用件数 作付面積 

（a） 

畑作物件数 交付対象数量 

(kg) 

合計 １７ ２１２ ２２ ５９６ １ ６０ 

  ※ここでの「作付面積」とは制度申請者が作付けする面積のうち交付金交付対象面積のことである。 

 

・平成２４年度生産調整達成状況 

生産目標面積(ha)…① 163.91 

水稲作付面積(ha)…② 154.70 

達成率(％)②/① 94.38% 

 


